
 
 

 オンライン（Zoom 会議方式）による学習会です。参加ご希望の方は、５月２２日までに 

E メール（no_himitsu@yahoo.co.jp）でお申し込み下さい（先着 100 名まで）。 

ＩＤとパスワードを送ります。 

 Zoom 参加の方法がわからない方、インターネット環境にない方は、以下にお問合せ下さい。 

Email＝no_himitsu@yahoo.co.jp Tel＝052-953-8052、Fax＝052-953-8050 （内田） 

  

（月） 18:30開始 

講師：海渡雄一 弁護士 

 

 

 菅政権の「目玉」として出された「デジタル庁設置」法とその関連

法案。数々の問題が指摘されてきました。個人情報を「国」が一元

的に管理するなど、とんでもない、危険だ、という声は高まってい

ます。デジタル庁は内閣総理大臣が主任大臣となり、「勧告」を通じ

て、事実上他の行政機関の上に君臨することになります。それは、

行政組織編制原理を大きく変えようとするものです。そして、現在

の内閣官房の実態（公安警察官僚が中枢を握っている）からすれば、

「警察監視国家」への変容を意味することになるかもしれない… 漠

然とした「不安」で終わらせることなく、きちんと学習し、「デジタ

ル独裁国家化」を食い止める方策を共に考えていきましょう。 

mailto:no_himitsu@yahoo.co.jp


「秘密法と共謀罪に反対する愛知の会」９周年総会決議 

「デジタル監視法案」は廃案に！ 

           

政府は、流通するデータの多様化・大容量化が進展し、データの活用が不可欠であることなどを理由と

して、デジタル改革関連６法案を本年２月９日閣議決定し、国会に提出した。政府は「国際的にみて遅れて

いる日本のデジタル化の促進」「利便性の向上」を謳うが、この法案を貫く基本的な方向は、私たち市民の

個人情報とコミュニケーションのすべてを政府が把握し、管理・監視・制御することであり、「デジタル監

視法案」と呼ぶべきものである。 

 

監視されていると感じる状況下では、自由な表現が萎縮してしまう。プライバシー権は表現の自由と民主

主義の不可欠な前提条件であり、最大限尊重されねばならない。公権力により収集される個人情報は必要最

小限度とし、個人データ保護の権利尊重を明確にした上で、アクセス権、訂正の権利、消去の権利等、デー

タ主体の権利を定めていくべきである。 

しかし、本法案においては、行政の効率化とデータ利活用を重視し、データ主体の権利保護に欠けている。

情報システムの共通化と相まって、各行政機関が集めた情報がデジタル庁に集約されて一元的に管理され、

マイナンバーとひも付けされ、一覧性の高い形で利用されることとなる。さらに「相当な公益性」「所掌事

務の遂行」等の理由で、本人の同意なしに個人情報が利用・提供されていく危険がある。 

日本では、個人情報保護を担っている個人情報保護委員会は、組織も権限も極めて貧弱である。本法案で

は、統合された個人情報保護委員会に全体の監督を委ねているが、個人情報保護委員会が、独立性をもって

十分な監督権限を行使できるとは到底考えられない。公権力によるプライバシー侵害が一層拡大されていく

おそれが極めて大きい。 

 

他方、本法案の核心であるデジタル庁設置は、行政組織編制原理を大きく変容させる危険をはらんでいる。

法案ではデジタル庁を内閣直属の組織とし、その長は内閣総理大臣としている。デジタル庁は他の行政機関

に勧告ができ、他の機関は勧告を十分尊重しなければならないとされている。デジタル庁は、全行政機関に

君臨する特別の地位が与えられることになる。デジタル庁に強大な権限が集中することによる「総理大臣独

裁／首相官邸独裁」を可能としてしまうのだ。 

さらに、公安警察出身官僚が、「総理の目と耳」となって官邸の情報の出入りを一手に担っている現状を

考えれば、本法案は警察による市民監視を拡大・強化するものとなる。 

すべての個人データがデジタル庁の下に集積されれば、「内閣総理大臣が必要としている」といえば、ワ

ンクリックで警察が私たち市民の個人情報を丸ごと入手できてしまう。市民は、丸裸にされ、常時警察の監

視下におかれることになる…まさに「デジタル独裁国家」の出現である。 

 

データ流通の多様化・大容量化の進展は事実であり、必要な法整備はなされるべきであろう。それはプラ

イバシー権の徹底、個人情報保護の強化、自己情報コントロール権の確立を目指すべきものであり、今国会

に提出されている「デジタル監視法案」とは、真逆のものである。 

本法案は、デジタル庁に強大な権限が集中することによる独裁化の危険、警察との情報共有に基づく市民

監視の危険、本人の同意なき個人情報の利活用など、私たち市民の基本的人権を侵害し、監視国家への道を

開くものであり、成立は到底認められない。 

 

私たちは「デジタル監視法案」というべき本法案の廃案を強く求める。 

 

 

                     2021年４月３日 

 

   「秘密法と共謀罪に反対する愛知の会」９周年総会 参加者一同 


